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１　4 分の 1 の家計が年収 10 万ドルを上回る

2000 年センサスの地域別集計結果が、さる 5 月に公表された。ワシントン・ポスト紙

では、この地域別集計結果に基づいて、ワシントン DC、ヴァージニア北部、メリーラン

ド州の DC 周辺の County を、ワシントン地域2として定義し、再集計した。3

その中で、最も印象的だったのが、所得の上昇である。ワシントン地域では、４つに１

つの家庭が、10 万ドルを超える年間所得を得ている。1990 年のセンサスでは、年収 10 万

ドルを超える家庭が 22%だったのに対して、2000 年には 26%まで高まっている。これは

とても高い水準だ。特に、ヴァージニア、メリーランド両州のポトマック河沿いの地域は、

家庭の年間所得の中位数が、10 万ドルを超えるという、とんでもなくリッチな地域となっ

ている。

　

これを全米で比較してみると、ワシントン地域は、5 番目に豊かな地域となっている。

２　知的集積が生み出す付加価値

ワシントン地域で働く人々の職業を見ると、弁護士、会計士などの専門職、科学者、企

業の経営・管理職といった人達が、20%を占めている。また、首都であることから、政府

関係の仕事についている人の割合も高い。



中でも目立つのは、学歴の高さである。修士以上の学歴を持つ人の割合が 2 割弱と、全

米 No.1 となっている。

　

ワシントン DC というと、政治の街であり、ビジネスから離れているとの印象を持ちが

ちだが、こうしてみると、高い学歴と技術を持った人達が集積し、知的な付加価値を生み

出しているという構図が浮かんでくる。実際、ヴァージニア北部には、州政府の誘致努力

が実り、IT 関連産業が集積している。また、メリーランド州では、NIH (National Institute

of Health)を囲むようにして、バイオテクノロジー産業が集積しつつある。

３　広がる所得格差

しかし、ワシントン地域のすべてが豊かさを享受しているわけではない。ワシントン地

域における所得格差は、10 年前のセンサス当時から、確実に広がっているのである。



○貧困レベル4以下で生活する 18 歳以上人口の割合

　

所得格差が広がっている要因の一つとして、移民の増大が考えられる。センサス結果の

うち、外国で生まれた人口の割合の変化を見ると、確実にその割合が増えている。

　

もちろん、上記の割合は、Miami(51%)、Los Angels(36%)、New York City(34%)などに

較べれば、まだまだ低水準ではある。しかし、「豊かな地域に移民（または不法入国者）

が流入し、所得格差が拡大する」という連鎖は、ワシントン地域でも確実に観察できるの

である。また、移民の大量流入は、所得格差をもたらすだけでなく、言語の問題も生み出

す。家庭で英語を話さない人口の割合も、ワシントン地域で確実に高まっている。

　

ワシントン地域は、知的産業の集積と政治との共存が付加価値を高めている街だ。そこ

の住人達は、高所得を稼ぎ出し、消費をリードしている。他方で、その光に吸い寄せられ

るように入ってくる移民、貧困層との格差は、確実に拡大している。このような構図を是

とするのか、修正すべきと考えるのか、今年 11 月の中間選挙で、一つの答えが示される

ことになるだろう。
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